
資料１

Ⅰ　工業用水道事業

H２９ Ｈ３０ R１ R２ R３

（上段：目標）
（下段：実績）

具体的な取組

 
 

Ｂ H２９ Ｈ３０ R１ R２ R３

1,000 2,000 3,000 4,000 5,000
156 336

実施設計完了 配管布設
工事実施
（１工区）

配管布設工事完了

実施設計完了 未実施

50 50 50
36 71
20 20 - - -
20 0 - - -

- - -
下記のとおり 下記のとおり

1 1 1

1 1

50 50 50

15 60

4 4 4

22＋ｱﾝｹｰﾄ実施

Ａ H２９ Ｈ３０ R１ R２ R３

0 0 30 40 60
0 0

0 0 0
 0 0

1 1 1
1 1

100 100 100
100 100

6 6 6
6 6

100 100 100
100 100
1 1 1
0 1

Ａ H２９ Ｈ３０ R１ R２ R３

100 100 100 100 100
125.9 116.2
71.4 71.4 71.4 71.4 71.4
68.0 69.1

 

6（除却） 0 0
6（除却） 0

　　　実施済確認検査 12回 100 100 100
　　　モニタリング検査 3回
　　　実施検証１回 100 100

0 0 0

0 0
- - -

下記のとおり 下記のとおり

- - -
下記のとおり 下記のとおり

80 80 80　 　
85.6 89.2

(％)

　　　　（目標指標なし）

　　　　（目標指標なし）

ウ 事業説明会等の開催、受水者団体会議等への参加

３　安定給水を持続するための強固な経営基盤を構築します。

（回）

（回）

(％)

（回）

②施設の老朽化対策

計画に基づく施設更新、管路更新の実施

会議開催及び受水者団体
会議等への参加の回数

（回）

(％)

①余剰施設の整理

ア

訓練回数（(災害、事故、水
質異常)×２浄水場）

（施設）

確保率

システムによる
評価の実施

柿木浄水場包括的維持管理委託の実施検証と次期委託への反映

研修（訓練）回数
職員と委託従事者及び補修専門業者との合同研修による災害時応急復旧
体制の強化

１　健全経営を維持するため収益を確保します。

２　事故・災害に強い工業用水道事業を構築します。

累計
（m3/日）

柿木浄水場施設の耐震化

ア 草加柿木地区産業団地への工業用水の供給 配管布設工事の実施

（施設）

③受水者満足度の向上による事業の着実な実施

イ

ア

経営レポートの発行

既存給水エリア内における営業活動の実施

イニシャルコスト軽減策などの工業用水道導入を促す制度の検討

ア

②新規受水契約の獲得

　耐震化施設数

受水者ニーズ調査や事業所訪問による意見交換

①施設の災害対策

経営レポートなどを活用した受水者が理解しやすい広報活動の実施

　　　　（目標指標なし）

第４次企業局経営５か年計画　進捗状況管理シート

年間新規獲得の受水契約量　　（年間１，０００㎥／日）

柿木浄水場施設の耐震化率　　（６０％：６／１０施設）

　　　　訪問事業所数

　　　　訪問団体数

訪問事業所数
(3年間で全事業所訪問)

 

ア

イ

（単位）

（回）

（社）

(％）

計画期間中の目標 年度目標指標

アクションプラン　　

年度目標数値

（団体）

（社）

①新規産業団地への工業用水道供給

（H29）「量水器貸付制度の創設」、「給水施設構造基準の改正」
（H30）「量水器貸付」　H29から継続１件の実績

施策の方向性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　    【H30進捗状況評価】

(％)

(％)

（円）内部留保資金の有効活用イ 　　　企業債新規発行額

ア

有形固定資産減価償却率　（平成２８年度（＝７１．４％）水準に維持）

②効率的な事業運営

資産の除却処理と施設の撤去
除却処理施設及び
撤去施設数

エ

ア

（H29,H30）電気調達の競争入札

（H29）営業ツール整備、貸出用量水器整備
（H30）前年度に整備した営業ツールも活用し、既設管路沿線の事業所へ
の個別訪問や受水企業からの業界情報収集等を実施。

③次世代への技術継承

ウ

「スキル評価制度」に
おける下半期充足率

（％）

コスト縮減の取組

収入増の取組

若手職員へのチューター制度やキャリアパスを重視した人材育成の実施

災害時に備えた復旧資材等の確保

ア

ウ

イ

③災害時即応体制の確立

ア

継続的な維持管理及び健全度調査による施設の長寿命化

マニュアルに基づく継続的な訓練実施、必要に応じたマニュアル改訂

経常収支比率　（１００％以上を維持）

イ 更新工事実施率

工水1



第４次企業局経営５か年計画　進捗状況管理シート

<総合評価＞

進捗状況評価

１ Ｂ
２ Ａ
３ Ａ

（評価指標）

＜未達成の目標＞

H30年度目標数値

実績

2,000

336

配管布設工事実施（１工区）

未実施

施策の方向性

安定給水を持続するための強固な経営基盤を構築します。

Ａ：計画期間中の目標は達成しており、アクションプラン全体の進捗状況は良好と判断する。

Ｂ：計画期間中の目標は達成していないが、施策全体として進捗状況はおおむね順調と判断する。

Ｃ：今後も目標達成は難しく、計画の見直しが必要と判断する。

未達成の理由

　計画期間中の目標を達成し、アクションプランについても年
度目標を達成して進捗状況は良好なため、Ａ評価とする。

計画期間中の目標

草加柿木地区産業団地への工業用水の供給
二度の入札不調により、配管布設工事の契約に至らなかっ
た。

健全経営を維持するため収益を確保します。

アクションプラン（年度目標指標）

　新規受水事業所を３件獲得したが、受水量が少量の事業所
であった（100㎥、50㎥、30㎥各１事業所）。また、営業活動の
効果が出るまでに、時間を要するため、達成できなかった。

評価の理由

　計画期間中の目標を達成できなかったが、営業活動の強化を図る
など、引き続き計画期間中の目標達成に向け更なる努力が必要で
ある。
　以上のことからＢ評価とする。

　アクションプランの年度目標を全て達成し進捗状況は良好な
ため、Ａ評価とする。

施策の方向性１　健全経営を維持するため収益を確保します。

年間新規獲得の受水契約量　　（年間１，０００㎥／日）　

事故・災害に強い工業用水道事業を構築します。

工水2



Ⅱ　水道用水供給事業

H２９ Ｈ３０ R１ R２ R３

（上段：目標）
（下段：実績）

具体的な取組

　
　

Ａ H２９ Ｈ３０ R１ R２ R３

0 0 0 0 0
0 0

0
8

100 100 100
100 100
3 3 3
3 3

(回) 0
10
100 100 100
100 100
100 100 100
100 100

4 4 4
6 4
1 1 1
1 1
2 2 2
2 2
70 70 70 100 100
70 70

　

2 2 2
2 2
75 82 86
77 83

Ａ （単位） H２９ Ｈ３０ R１ R２ R３

71 80 84 84 84
72 79
685 685 688 688 688
689 685

81 91 97
82 90
61.0 61.0 61.0
61.0 61.0
2 - - - -

2（完了） - - - -

90 100 - - -
93.7 100 - - -
15 15 15
15 15
100 100 100
100 100
5 5 5
5 5
1 1 1
1 1
5 5 5
0 5

1 1 1
1 1

100 100 100
95.5 100

6 10 14
3 5
70 70 70 100 100
70 70　 　 　

2 2 2
2 2
75 82 86
77 83

受水団体等との緊急時連絡訓練・応急給水訓練の実施

遠隔地用水供給事業者との合同訓練の実施

ア 大久保浄水場と吉見浄水場との送水エリアの再編

未完成水資源開発施設の建設促進要望（再掲）

未完成水資源開発施設の進捗状況、事業費等の管理（再掲）

（％）

（回）

（％）

（回）

（回）

（回）訓練回数

（％）整備進捗率

自家用発電設備の整備

イベント開催件数

ア

清掃活動件数

啓発活動件数

（％）

（施設）

（回）

水源地域の清掃活動への参加

水源の水質保全活動の啓発

未完成水資源開発施設の建設促進要望

未完成水資源開発施設の進捗状況、事業費等の管理

（万m3）

(施設)

①施設の災害対策

建設中ダム進捗率

水総合管理システムの導入ア

ウ

備蓄水量

②災害時即応体制の確立

（％）

（万人分）

イ

ウ

イ 水質基準の強化・拡充に対する浄水処理方法に関する調査

イ

要望活動件数

（％）

（％）

（回）

（％）

イ

２　事故･災害に強い水道を構築します。

④水源の安定確保

安定水利権の割合　（安定水利権：１００％）

ア

浄水施設の耐震化率　　（耐震化率：８４％）

備蓄水量の確保　　（備蓄水量：６８８万人分）

原水の水質に応じた適切な浄水処理の実施

水安全計画の手法を用いた水源から給水栓までの統合的水質管理

流域の他の水道事業者等と連携した継続的な水源監視

水源の汚染を防止するため国等の関係機関への働きかけ

工程管理目標値(上水)
超過数

ア (回)

工程管理目標値(上水)
超過数

水源監視計画達成率

（回）

（回）

（回）

（回）

ア

③水源の水質保全

イ
訓練回数（(災害、事故、
水質異常)×５浄水場）

水道施設管理システムを用いた点検・施設健全度評価の実施

水道施設の耐震化

備蓄水の確保

確保率

訓練回数
（１回×５浄水場）

耐震化施設数

整備施設数

補修専門業者との合同研修による災害時応急復旧体制の強化

システムによる
評価の実施

要望活動件数

カ

ア

イ

災害時に備えた復旧資材等の確保（再掲）

建設中ダム進捗率

安定水利権の割合（再掲）　　（安定水利権：１００％）

ア

第４次企業局経営５か年計画　進捗状況管理シート

工程管理目標値超過時
適切な対応実施率

(％)（目標指標変更）

調査対象数
（かび、トリハロ、ハロ）

（種類）

（目標指標変更）
工程管理目標値超過時
適切な対応実施率

(％)

アクションプラン　　

施策の方向性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   【H30進捗状況評価】

計画期間中の目標 年度目標指標

1　県民生活を支える安全な水を安定的に供給します。

年度目標数値

水質基準不適合率　　（　水質基準不適合回数／全検査回数　＝　０％　）

①安全・安心な水の製造

　

（単位）

（％）

②水源から給水栓までの統合的な水質管理

ア

マニュアルに基づく継続的な訓練実施、必要に応じたマニュアル改訂

ウ

エ

③施設の老朽化対策

オ

訓練回数
（１回×５浄水場）

イ 水道施設整備計画に基づく更新工事の実施 更新工事実施率 (％)

吉見関連工事進捗率
（事業費ベース）

（％）

⑤送水エリアの再編

イ

④水源の安定確保

水道1



Ａ （単位） H２９ Ｈ３０ R１ R２ R３

100 100 100 100 100
110.5 108.7
55.5 55.5 55.5 55.5 55.5
56.1 57.2

　確認・検証の実施率
　ＰＦＩ履行確認　各12回

100 100 100

　要求水準確認　２回(吉見)

　効果の検証　１回 100 100
- - -

検討中 検討中
- -

下記のとおり 下記のとおり

        （目標指標なし） - - -
55団体訪問 55団体訪問

1 1 1
1 3

- - 2
1 2

90 100 - - -
93.7 100 - - -
- - -

6 7
- - -

2 1

（％） 20 20 20
以上削減 20.9 21

90 100 - - -
93.7 100 - - -
100 100 100
100 100

3 3 3
7 8
1 1 1
1 1

- 3 3
6 7
3 3 3
6 7
3 3 3
3 3

80 80 80
85.6 89.2
250 250 250
313 311

<総合評価＞

進捗状況評価

１ Ａ

２ Ａ

３ Ａ

（評価指標）

ブロック別会
議開催数

（回）

直送試送
回数

(H29,H30) 電気調達の競争入札、浄水発生土の有償売却
        （目標指標なし）

ウ 県水転換率の維持・拡大に繋がる新たな供給方法の検討

ア 電力使用量・CO2の削減

（目標指標なし）

（目標指標なし）

目標削減率（工水含む）

イ 水総合管理システムの導入（再掲）

イ 受水団体の需要動向に応じた変動供給の実施

コスト縮減の取組

ア

ア 水総合管理システムの導入（再掲）

受水団体と連携した広域化方策の検討

エ 収入増の取組

吉見浄水場運転管理業務委託及び大久保浄水場におけるPFIの履行
状況を確認し、委託・PFIの効果を検証

効率的な事業運営が実現可能となる官民連携手法の検討

ウ

イ

ウ
水道利用者へのアンケートや受水団体との情報交換によるニーズの
把握

④環境負荷の低減

評価の理由

　計画期間中の目標を達成し、アクションプランについても年度目標
を全て達成し進捗状況は良好なため、A評価とする。

　一部の目標指標は達成しなかったものの、アクションプラン全体とし
て進捗状況はおおむね良好であり、計画期間中の目標は達成してい
るため、A評価とする。

将来も事業を持続するための強固な経営基盤を構築します。

有効利用率

ア

受水団体と連携した人材育成

アンケートの実施 （回）

情報交換の実施 （回）

「スキル評価制度」に
おける下半期充足率

（％）

３　将来も事業を持続するための強固な経営基盤を構築します。

（％）

職員能力向上に寄与する国際技術協力の推進

⑥次世代への技術継承

イ （人日）

　計画期間中の目標のうち、有形固定資産減価償却率は平成28年
度の水準を維持しているため、目標達成とした。
　アクションプランについても年度目標を全て達成し進捗状況は良好
なため、A評価とする。

Ａ：計画期間中の目標は達成しており、アクションプラン全体の進捗状況は良好と判断する。

Ｂ：計画期間中の目標は達成していないが、施策全体として進捗状況はおおむね順調と判断する。

Ｃ：今後も目標達成は難しく、計画の見直しが必要と判断する。

施策の方向性

ア
若手職員へのチューター制度やキャリアパスを重視した人材育成の実
施（再掲）

技術者派遣・
研修員受入人日

浄水発生土の有効利用

イベントや経営レポートを活用した理解しやすい広報活動の実施

経常収支比率　　（１００％以上を維持）

①効率的な事業運営

        （目標指標なし）イ

ウ

②広域連携の推進

③柔軟な給水方法の検討

県民向けイベントの実施

経営レポートの発行

⑤県営水道への理解

県民生活を支える安全な水を安定的に供給します。

事故･災害に強い水道を構築します。

有形固定資産減価償却率　　（平成２８年度（＝５５．５％）水準に維持）

（％）

情報の提供回数 （回）

研修会等開催回数 （回）

（目標指標なし）

整備進捗率 （％）

（％）

（回）

（回）

イ 水道水の安全、水質に関する情報の適切かつ迅速な提供

（％）

（％）

整備進捗率

ア

水道2



＜未達成の目標＞

年度目標

実績

685
685

10
5

アクションプラン（年度目標：単位）

地質条件が想定と異なり、対策工の検討に時間を要したた
め、工事の進捗が図れなかった。

未達成の理由

備蓄水量の確保　　（備蓄水量：６８８万人分）

大久保浄水場と吉見浄水場との送水エリアの再編（吉見関連工
事進捗率：％）（事業費ベース）

施策の方向性２　事故･災害に強い水道を構築します。

計画期間中の目標

水道3



Ⅲ　地域整備事業

H２９ Ｈ３０ R１ R２ R３

（上段：目標）
（下段：実績）

具体的な取組

　
　

Ａ H２９ Ｈ３０ R１ R２ R３

50※ 51 13 57 52
51 51

1 4 4
1 4
5 6 4
5 5
3 6 4
5 5

1 4 4
1 4
1 4 4
1 4
5 6 4
5 5

1 2 5
1 3
0 2 1
0 2
5 6 4
5 5
5 6 4
5 5

Ａ H２９ Ｈ３０ R１ R２ R３

　 黒字 黒字 黒字 黒字 黒字
黒字 黒字

100 100 100
126.8 120.5
0 0 0
0 0

4 4 4
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<総合評価＞

進捗状況評価

１ Ａ
２ Ａ

（評価指標）

＜未達成の目標＞

年度目標

実績

51
51

6

5

アクションプラン（年度目標）

・地区計画方式を活用した産業団地の事業化検討
・可能性調査時における関係機関との事前協議促進
・豊富な労働力等を活用できる地区での可能性調査等の実施
・幹線沿道型開発（団地内に整備する道路の縮減等）の検討
・用地費総額の縮減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地区数）

地元市町村が民間による開発に方針転換したため、企業局に
よる開発の可能性がなくなった。

１　圏央道等の優れた地域資源や公的機関の経営資源を
    活用して産業団地整備に取り組みます。

計画期間中の目標 未達成の理由

新たに整備する産業団地の面積　100ヘクタール
（新たに事業を開始した時点で計上）

（回）
所属別専門研修

実施数

（回）

※初年度のみ第３次で計上していない加須ＩＣ東、寄居スマートＩＣ西を含めて計上

墓園等の事業ニーズの
調査等

③地域振興等に資する事業の研究

（％）

イ （百万円）

経常収支比率

有利子負債

独立採算制を維持する経常収支比率１００%以上（計画期間中平均）の
堅持

有利子負債ゼロによる自主財源による経営の堅持

ア

（地区）

ウ （地区）検討地区数

検討地区数

幹線沿道型開発（団地内に整備する道路の縮減等）の検討

用地費総額の縮減エ （地区）

開発面積10ha未満の
事業化地区数

（地区）

②既存インフラの活用

ア （地区）

イ （地区）

事業開始地区数

事業開始地区数

可能性調査地区数ウ （地区）

③新たな整備手法の構築

工業用水や特別高圧電力等が供給可能な産業団地の整備

圏央道等と接続した新たな幹線道路沿道での産業団地整備

豊富な労働力等を活用できる地区での可能性調査等の実施

事業開始地区数（オーダー
メード、圏央道以北地域）

イ （地区）

ウ （地区）

検討地区数

事前協議地区数

地区計画方式を活用した産業団地の事業化検討

可能性調査時における関係機関との事前協議促進

①スピーディーな整備

ア （地区）事業開始地区数整備中地区の早期分譲、新規候補地区の早期事業化

施策の方向性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  【H30進捗状況評価】

年度目標指標

第４次企業局経営５か年計画　進捗状況管理シート

１　圏央道等の優れた地域資源や公的機関の経営資源を
    活用して産業団地整備に取り組みます。

新たに整備する産業団地の面積　100ヘクタール
（新たに事業を開始した時点で計上）

（ｈａ）

　　アクションプラン

計画期間中の目標 （単位） 年度目標数値

具体的な企業立地ニーズをベースに整備等を進める方式の導入

圏央道以北地域の開発面積の下限の引き下げ（10ha→5ha）

施策の方向性

ア

計画期間中の各団地の収支を黒字にします。

イ

２　産業振興と地域振興を推進するためのより強固な経営基盤を
    構築します。

①適切な財務マネジメント

研修等による人材の育成に加え、関係部局との人事ローテーションに
よる現場経験の豊富な人材の育成

②人材開発

ア

Ａ：計画期間中の目標は達成しており、アクションプラン全体の進捗状況は良好と判断する。

Ｂ：計画期間中の目標は達成していないが、施策全体として進捗状況はおおむね順調と判断する。

Ｃ：今後も目標達成は難しく、計画の見直しが必要と判断する。

評価の理由

圏央道等の優れた地域資源や公的機関の経営資源を活用して
産業団地整備に取り組みます。

計画期間中の目標を達成し、アクションプラン全体としての進
捗状況はおおむね良好であるため、A評価とする。

産業振興と地域振興を推進するためのより強固な経営基盤を構築します。　
計画期間中の目標を達成し、アクションプランについても年度
目標を全て達し進捗状況は良好のため、A評価とする。

地域1


